地域共生社会の実現に向けた地域づくりに関する研究―包括的な相談支援体制の構築に向けたA 市の事例から― by 長谷中 崇志 & 髙瀨  慎二












7 月に「『わが事・丸ごと』地域共生社会実現本部」を設置、同 10 月より「地域における
住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会」（地域力強化検討会）
を開催する等、具体的な検討を進めている。そして、2016 年 12 月に地域力強化検討会に
よる「中間とりまとめ―従来の福祉の地平を超えた、次のステージへ」が発表され、その





















全国社会福祉協議会 2017b：10-41）や概説論文（岩間 2016；永田 2016；原田 2017；永田
2017）であり、地域共生社会の実現に向けた地域づくりのあり方を検証した研究は限られ















　地域共生社会の定義は、2016 年 6 月 2 日に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」
および厚生労働省・「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部が発表した「『地域共生社
会』の実現に向けて（当面の改革工程）」（2017 年 2 月）において以下の通り示されており、
本研究では、それらの定義と同じ意味で使用する。つまり、地域共生社会とは「子供・高
齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができ






































期間は 2015 年 10 月～ 2017 年 3 月）。A市では 2015 年度より、行政と社会福祉協議会の
協働体制のもとで対象者や分野を限定しない新しい保健福祉総合相談支援のあり方につい
て本格的な検討が始まり、包括的な相談支援体制の具体化に向けた取り組みが進められて




「検討委員会」とする）が社会福祉協議会に設置されることとなり、2016 年 4 月までにか
けて検討委員会と社会福祉協議会職員ワーキングチームによる検討が重ねられた。筆者は、
2007 年度よりA市第 2期地域福祉計画（計画期間 2009 ～ 2013 年度）の策定・推進のア







　A市は、2004 年に 1市 2 町が対等合併した人口約 143,000 人の都市である。面積約 136
㎢、約 58,000 世帯、高齢化率 25.1％、6日常生活圏域、10 中学校区、27 小学区である（2017
年 3 月末現在）。各日常生活圏域の人口は、以下の通りである（2017 年 3 月末現在）。B
圏域が約 25,000 人（高齢化率 27.3％）、C圏域が約 22,000 人（高齢化率 26.5％）、D圏域
が約 27,000 人（高齢化率 27.6％）、E圏域が約 42,000 人（高齢化率 19.7％）、F圏域が約
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11,000 人（高齢化率 27.6％）、G圏域が約 15,000 人（高齢化率 27.7％）。主な相談支援機関
の設置状況は以下の通りである。各日常生活圏域を担当する地域包括支援センター 5か
所（委託型）とA市全域を担当する市直営の基幹型地域包括支援センターが 1か所（2017
年 4 月より委託型の全世代・全対象型地域包括支援センターを 1か所増設）、障害者総合
相談支援センターが 3か所（委託型）、子ども総合相談支援センターが 1か所（市直営）、
子育て支援センター 8か所（市直営 5か所、委託型 3か所）、療育センター 1か所（市直営）、
生活保護・生活困窮者自立支援相談室 1か所（社会福祉協議会との協働体制による市直営）
が設置されている。A市では従来、行政と社会福祉協議会が協働体制を敷いて一体的に
保健福祉施策に取り組んできた。例えば、A市では 2002 年度から第 1期地域福祉計画（地
域福祉活動計画と一体的に策定され、社会福祉分野の総合計画として位置付けられている。































































第 1回 2015 年 11 月 6 日 A市における保健福祉相談支援に係る各分野の現状と課題を整理
第 2回 2016 年 1 月 19 日
A市における新しい総合相談支援の仕組みを構築していく上での課題を整理
モデル地区（H地区）における総合相談支援の仕組みを整理








案書案をとりまとめた。ワーキングチームによる協議は、2015 年 12 月 7 日から 2016 年 4











1 2015 年 12 月 7 日
A市における保健福祉相談支援の仕組みの現状と課題（総合相談支援に取り組
む上での現在の仕組みの良い点と課題［「強み」と「弱み」］）の整理
2 2015 年 12 月 15 日 課題の分類
3 2016 年 1 月 6 日 課題（大項目・中項目）の分類
4 2016 年 1 月 28 日 課題（大項目・中項目）に対する具体的な取り組み
5 2016 年 2 月 8 日 基本目標、大項目の整理
6 2016 年 2 月 15 日 基本理念の整理
7 2016 年 2 月 23 日
小項目（具体的な案）の整理
モデル地区（H地区）における新しい総合相談支援の仕組み
8 2016 年 2 月 29 日 基本理念、基本目標、大項目、中項目、小項目の整理
9 2016 年 3 月 7 日 基本理念、基本目標、大項目、中項目、小項目の整理
10 2016 年 3 月 16 日 モデル地区（H地区）における中核拠点の機能
11 2016 年 3 月 23 日
モデル地区（H地区）における中核拠点の機能
モデル地区（H地区）における総合相談支援の仕組み・体制










































































































































　A市全体を大別して 4層（第 1層A市全域、第 2層日常生活圏域［中学校区］、第 3層




































































口は、以下の通りとなっている（2017 年 3 月末現在）。B圏域が約 25,000 人（5 地区で構
成。小学校 5・中学校 0。高齢化率 27.3％）、C圏域が約 22,000 人（3地区で構成。小学校
3・中学校 2。高齢化率 26.5％）、D圏域が約 27,000 人（4地区で構成。小学校 4・中学校 2。
高齢化率 27.6％）、E圏域が約 42,000 人（9地区で構成。小学校 9［内、私立 1］・中学校 4
［内、私立 1］。高齢化率 19.7％）、F圏域が約 11,000 人（5地区で構成。小学校 4・中学校
1。高齢化率 27.6％）、G圏域が約 15,000 人（3地区で構成。小学校 4［内、分校 1］・中学
校 2［内、分校 1］。高齢化率 27.7％）であり、E圏域の人口規模は他の 5つの日常生活圏


























各地区の人口構成は以下の通りである（2017 年 3 月末現在）。I地区は約 2,400 人・約 1,000
世帯（高齢化率 31.3％）、J地区は約 4,300 人・1,500 世帯（高齢化率 21.9％）、K地区は約 6,500
人・2,300 世帯（高齢化率 20.9％）、L 地区は約 8.300 人・2,900 世帯（高齢化率 15.8％）、
M地区は約 3,100 人・約 1,100 世帯（高齢化率 17.4％）、N地区は約 6,100 人・2,100 世帯
（高齢化率 6.6％）、O地区は約 3,700 人・1,400 世帯（高齢化率 10.8％）。H地区の人口は約
34,500 人・12,600 世帯であり、A市全体人口の約 5分の 1 を占めている。15 歳未満人口
は約 6,300 人（A市全体の 32.3％）、5歳未満の人口は約 1,900 人（A市全体の 32.3％）。H
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地区の 65 歳以上人口は約 5,700 人（A市全体の 16.0％。高齢化率 16.6％）、75 歳以上人口
は約 1,900 人（A市全体の 11.2％。75 歳以上人口率 5.5％）であり、A市全体の高齢化率
と比べると低い状況であるが、55 歳から 64 歳人口は約 3,700 人（A市全体の 22.4％）となっ
ており、今後 10 年以内に高齢化率は高くなることが見込まれている。また、H地区の外
国人住民数は約 600 人であり、A市全体の外国人住民数（約 3,000 人）の 19.9％となって





いる（2016 年 3 月末現在）。例えば、上述したようにH地区には、地域包括支援センター
や障害者総合相談支援センターが圏内に配置されておらず、保健福祉に係る相談支援の弱
点・狭間の地区となっていた。H地区における主な公共施設として、地区市民センター 1、
公民館 1（地区市民センターに併設）、小学校 6、中学校 2、公立幼稚園 2・私立幼稚園 1、






設置済。2017 年 3 月末現在）、民生・児童委員（I 地区 4人、J 地区 6人、K地区 9人、L
地区 7 人、M地区 5 人、N地区 8 人、O地区 3 人。主任児童委員は各地区にそれぞれ 1
名ずつ計 6人。2013 年 12 月 1 日現在）、健康推進委員（I 地区 2人、J 地区 0人、K地区
3人、L地区 5人、M地区 2人、N地区 4人。2015 年 4 月 1 日現在）、社会福祉協議会ボ
ランティアセンター登録の 18 団体、A市市民活動支援センター登録の 20 団体などがあ


































































































































化検討会 2017；二木 2017a：84-88；二木 2017c）。例えば、「地域力強化検討会」が 2017
































みを育み、構築することを目指している（図 4）。また、A市では 2002 年度以降、地域福
祉計画（地域福祉活動計画と一体的策定）の策定・推進を活用することにより、包括的な
支援体制の構築を目指すとともに、多様な住民参加による共助の仕組みづくりを進めてい
る。A市における地域福祉計画は（第 1期計画［2004 ～ 2008 年度］、第 2期計画［2009
























象型地域包括支援」の仕組みづくりを事例としてとりあげ（調査期間は 2015 年 10 月～
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めていくことが求められる。また、本研究では、検討委員会および社会福祉協議会ワーキ
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*Nagoya Ryujo Junior College
A Case Study on the Construction of an Integrated Community Care 








りを事例としてとりあげ（調査期間は 2015 年 10 月～ 2017 年 3 月）、特に、包括
的な相談支援体制の構築に焦点をあてて検討した。その結果、以下の 4つの特徴
が示された。①圏域に応じた相談支援の体系化、②A市一律の画一的な整備で
はなく各地域の実情に応じた最適な総合相談支援体制の構築、③基幹総合相談支
援センター（「総合相談支援センター（仮称）」）における多職種連携・協働体制
の構築、④幅広い多様な住民参加による支えあいの地域づくり（共助の仕組み）
の促進・充実に向けた支援体制の構築。なお、今回明らかにしたのは、A市に
おける「全世代・全対象型地域包括支援」の仕組みの構築に向けた「構想（提案
書）」レベルでの分析によるものである。A市では 2016 年度より、その「構想（提
案書）」をもとに、「全世代・全対象型地域包括支援」の仕組みの具体化が図られ
ている。今後、さらなる検証が求められる。
